平成２５年第４回奥多摩町議会定例会　会議録
１　平成25年12月13日午前10時00分、第４回奥多摩町議会定例会が奥多摩町議会議場に招集された。

２　出席議員は次のとおりである。

　　　　第１番　石田　芳英君　　第２番　宮野　　亨君　　第３番　高橋　邦男君

　　　　第４番　原島　幸次君　　第５番　杉村　良一君　　第６番　村木　征一君

　　　　第７番　師岡　伸公君　　第８番　酒井　正利君　　第９番　須崎　　眞君

第10番　竹内　和男君　　第11番　清水　典子君　　第12番　前田　悦男君

３　欠席議員は次のとおりである。

　　　　な　し

４　会議事件は次のとおりである。

　　　　別紙本日の『議事日程表』のとおり

５　職務のため出席した者は次のとおりである。

　　　　議会事務局長　原島　　肇君　　議会係長　浅見　隆久君

６　地方自治法第121条の規定による出席説明員は、次のとおりである。

　　　　町長　河村　文夫君　　副町長　加藤　一美君

　　　　教育長　栃元　　誠君　　企画財政課長　若菜　伸一君

　　　　企画財政課主幹　天野　成浩君　　総務課長　井上　永一君

　　　　住民課長　宮田　昭治君　　福祉保健課長　清水　信行君

　　　　観光産業課長　原島　滋隆君　　地域整備課長　須崎　政博君

　　　　教育課長　守屋　吉彦君　　会計管理者　清水　　明君

　　　　病院事務長　河村　光春君
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	――
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　　（午後１時41分　散会）

午前10時00分　開議
○議長（前田　悦男君）　皆さん、おはようございます。
直ちに本日の会議を開きます。

本日の日程はお手元に配付のとおりであります。ご協力のほどよろしくお願いします。

次に、日程第２、一般質問を行います。
通告のありました議員は７名です。これより通告順に行います。

初めに、１番石田芳英議員。
〔１番　石田　芳英君　登壇〕

○１番（石田　芳英君）　皆さん、おはようございます。平成25年第４回奥多摩町議会定例会の一般質問をさせていただきます。

　私からは、２項目、一般質問をさせていただきます。

　１項目めの民間活力、地域活力向上のための行政施策について、でございます。

　奥多摩町の予算の中では、経常的経費は多く、そして義務的経費が占める割合が大きくなっています。また、事務事業の執行名においても、いわゆる義務づけ、枠づけがあり、その中で、いかにして独自色のある行政政策を効率的・有効的に実施するか、ご苦労されている点が多々あろうかと思います。

　しかし一方、地方交付税や東京都市町村総合交付金等の一般財源の比率も大きくなり、また、数度にわたる地方分権改革も推進され、義務づけ、枠づけの見直しも行われ、場合によっては前例にとらわれない地域特性の発揮も十分可能になっていると考えられます。

　また、民間と行政の境目も一概に分けることができなくなってきており、民が担う公共という概念の広がりや、住民の行政参加、行政の民間手法の導入、パブリックコメント制度などが普及してきております。

　逆の場合にも、行政ビジネスに進出するケースもあります。そのときのメルクマールは、必要性、住民に受益はあるか、市場性、持続可能性であると言われております。原点に戻り、行政サービスとは何かという現実を考えるのも、今必要かなと思います。

　以上を踏まえまして、以下ご質問させていただきます。
　①奥多摩町の民間活力、地域活力の向上が非常に重要であると考えますが、平成25年度の義務的経費や義務づけ、枠づけ以外の政策に関しまして、特に民間活力、地域活力についての政策の現況についてお伺いいたします。

②町におけるパブリックコメント制度の実施の現況についてお伺いいたします。

　以上、大変概括的な質問ではありますが、よろしくお願いいたします。

　２項目めの公用電気自動車の採用と給電設備の設置について、でございます。

　近年、地球環境は各国の工業化により石油、石炭等の消費を原因として、格段にＣＯ２の割合が大きくなり、地球温室ガスの影響による地球温暖化が加速し、環境面の変化、特に平均気温の上昇、海水面の上昇、異常気象等の発生が指摘されております。

　これを受け、国連では、その対策として、地球温暖化問題に対する国際的な枠組を設定した条約、地球変動枠組条約を制定し、その締約国会議、ＣＯＰの1997年京都会議において、温室効果ガスの削減目標を定める京都議定書を採択し、温室効果ガス削減に向け各国が努力していることは周知の事項でございます。

　このような中で、地方公共団体においても、できることから始めようということで、環境問題に対する取り組みを市民や事業者の皆様にアピールするため、環境保全活動推進のシンボル的な存在である電気自動車を導入する市町村が多くなってきております。

　近隣の西多摩郡では、檜原村役場が積極的に電気自動車３台の導入と、給電設備の２カ所、役場、数馬の湯に設置し、公用車として使用、またはイベントなどで活用し、環境意識の普及啓発、低公害車導入の促進に取り組んでいるとのことでございます。
　以上のような環境意識の変化の中、エコカーに対する補助金制度はありますが、まちにおける公用電気自動車の採用と給電設備の設置について、環境に対して非常に重要であると思いますので、その必要性について、まちではどのようにお考えかお伺いいたします。

　以上、２項目についてお伺いいたしますので、よろしくお願いいたします。

○議長（前田　悦男君）　河村町長。

〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　１番石田芳英議員の一般質問にお答え申し上げます。

　初めに、平成25年度の民間活力、地域活力についての政策の現況ですが、厳しい自主財源の中で財政運営を行っている当町にあっては、低廉で、より良質な住民サービスの提供を可能とする民間活力の導入は大きなメリットがあるものと考えております。

　このため、町では平成18年度から指定管理者制度に基づき、公共施設の管理運営を民間活力の導入によって行っております。この指定管理者制度は、住民の福祉を増進する目的を持って、その利用に供するための施設である公の施設について、民間事業者等が有するノウハウを活用することにより、住民サービスの質の向上を図っていくことで、施設の設置目的を効果的に達成するため導入するものであります。

　この制度のメリットとして、民間資金や民間事業者の持つ技術的能力、経営能力を活用することにより、施設の効率的な管理運営がなされること、または住民が地域の施設の管理運営に主体的に参画することが期待できること。また、民間のノウハウ等を導入することによって、多様化する住民ニーズに対し、新たな行政サービスが期待できること。そして、当該施設の管理に要する行政経費の削減が見込まれることなどが掲げられます。

　町では、現在、この制度により、もえぎの湯やキャンプ場を始めとする観光関連施設を中心に、福祉会館やデイサービス施設など、福祉関連施設を対象に、延べ18施設の管理運営を民間にお願いしております。
　また、地域振興に資するため設立した奥多摩地域振興財団、小河内振興財団につきましても、両財団への資金的・人的支援を行い、民間ならではの地域活性化に資するための各種事業を行っているところでございます。

　観光協会につきましても、本年４月に社団法人化を行い、組織を強化し再出発したところであり、今後は一層の観光振興に資する事業を活発に行っていただくことを期待しております。

　一方、地域活力の施策につきましても、第４期奥多摩町長期総合計画及び第三次奥多摩町行政改革大綱に掲げた住民との協働の推進、地域力向上のための支援に基づき、地域の主体が行う活性化に向けた多くの取り組みを支援しております。

　初めに、住民が主体となって提案・実施できるまちづくり制度として、身近なまちづくり支援事業を行うとともに、活発な地域活動を行っている21の自治会に対して運営交付金を交付し、コミュニティ活動等の推進に努めております。
　特に、各自治会では、地域の美化のための清掃事業や資源ごみ減量化のための自主回収事業、また、防犯・防災活動を積極的に行っていただいております。

　また、文化団体連名や体育協会が主催する総合文化展、町民体育祭を始め、各種団体やサークル、ボランティア団体への活動補助や委託の実施、海沢体験農園の運営にかかわる地域の運営委員会との連携など、さまざまな形で住民皆さんを自主的活動を支援して、地域の向上を図っているところでございます。
　次に、町におけるパブリックコメント制度実施の状況についてですが、パブリックコメントは法律または各種の計画等を策定するときに、その趣旨、目的、内容等を公表し、広く国民等からの意見を求め、提出された意見を考慮して最終的な意志決定を行い、提出された意見や、それらに対する国の考え方などを公表するものであります。

　この制度は、2005年に行政手続法が改正され、翌年４月１日から施行されたもので、この法制化に基づき、国の場合は国民に対する命令等の行政立法について、国民参加を認める直接民主主義の手法として、パブリックコメント手続が実施されております。

　一方、地方自治体の場合には、条例や計画などの基本政策に関し、政策成形過程に対する住民意志の反映として、パブリックコメント手続を行うことで、住民参加を図っているのが特徴となっております。

　議員からご質問のございました当町での実施状況につきましては、これまで平成16年度に策定した第４期奥多摩町長期総合計画基本構想前期基本計画を始め、後期基本計画、地域保健福祉計画４期奥多摩町長期総合計画基本構想前期基本計画を始め、後期基本計画、地域保健福祉計画、地域高齢者支援計画等、町の基本的な政策を定めるさまざまな計画の策定に当たりまして、パブリックコメント手続を行ってまいりました。

　その具体的な方法といたしましては、計画の概要を広報おくたまに掲載するとともに、素案を誰でも自由に閲覧できるよう、役場、古里出張所、各図書館に配置し、町ホームページにも掲載した上で、一定の閲覧期間を設け、紙ベース、ファックスあるいは電子メールにより、住民の方からパブリックコメントを募集しております。

　町では、これらいただいたご意見をもとに、計画への反映の有無を委員会等で検討させていただいた上、最終決定を行っております。

　今後につきましても、現在策定作業を進めております第５期奥多摩町長期総合計画など、町の基本的な計画の策定に際しましては、積極的にパブリックコメント手続を行ってまいります。

　次に、公用電気自動車の採用と給電設備の設置についての一般質問についてお答え申し上げます。ご質問にございますように、地球温暖化、地球環境問題、特に地球温暖化については家庭で使用している電気やガス、マイカーで消失するガソリンなど、私たちが便利で快適な生活をすることで発生する二酸化炭素、ＣＯ２などの温暖化ガスの増加により、今後100年で最大6.4度の気温上昇、光量の変化や異常気象の発生、気温の上昇により南極などの氷が溶けることで、海面が数メートル上昇し、南アジアの国では国土の大半が水没することが警告されております。

　また、地球温暖化の最大の問題では、水や食料が世界的に不足し、米や小麦の収穫が大幅に減少するなど、深刻な食糧不足も警告されております。

　このような中、1992年に開催された地球サミットにおいて、気候変動枠組条約、地球温暖化防止条約が採択され、その締結国のうち、先進国に1997年、京都市で開催された第３回気候変動枠組条約締結国会議において、それぞれ目標量を示して、６種類の温室効果ガス削減、また抑制を義務づけた京都議定書が議決され、1990年を基準として、国別に削減目標値を定め、世界が協力して約束期間内に目標を達成することが定められ、取り組んでいるところでございます。

　この取り組みの１つとして電気自動車の導入も挙げられ、我が国では1970年代から官民により電気自動車の開発・普及に取り組んできましたが、なかなか普及していない状況でありました。

　しかし、2009年に量産型の電気自動車が相次いで販売され、同年に環境省で作成した史世代自動車普及戦略において、2020年までに200万台の普及目標が掲げられ、今後は普及が拡大されていくと思われます。

　また、近年、温室ガス排出に配慮した自動車が積極的に開発され、国内では電気を利用した環境に優しい車として、ハイブリッドカー、プラグインハイブリッドカー、電気自動車が市販されております。

　平成24年11月現在の多摩島しょ地域39市町村における電気自動車などの導入状況では、ガソリン、ディーゼル車は、全ての市町村が導入しており、ハイブリッドカーは31団体、電気自動車は16団体となっており、エコカーの中ではバッテリー切れなどの心配のないハイブリッドカーの導入が進んでいる状況であります。

　電気自動車を導入した市町村では、温室効果ガス排出抑制、市町村の環境に対する取り組みのＰＲ、燃料代の削減を目的としており、燃料代の削減効果としては最も高く、おおむね目的を達成している状況のようであります。
　逆に、課題としては導入コストが高い、走行時間が短い、充電スタンドが整備されていないことなどが挙げられ、特に導入コストがガソリン車に比べ２倍以上となることから、厳しい財政状況の中では負担となっているようであります。

　西多摩地区においては、檜原村のほかにも福生市、羽村市でも電気自動車を導入し、充電スタンドも８カ所、予定箇所の４カ所を含めると、12カ所が設置されている状況であります。

　さて、ご質問の町における公用の電気自動車の採用と給電設備の設置ですが、町の環境保全活動をアピールするには有効な手段でありますが、行政面積の広さ、アップダウンに富んだ地形を考えますと、電気自動車の走行時間、走行距離の短さがネックとなり、また導入コスト、給電設備の高額な設置費用の点から、現在、町の状況、財政状況を考えますと、現段階での導入は難しいと考えております。

　このため、当面はハイブリッドカーや燃費のよい軽自動車は導入しておりますが、今後技術革新が進み、導入コストや充電スタンドの整備への課題が解決された際には、導入を検討してまいりたいと考えております。

○議長（前田　悦男君）　石田議員、再質問はありますか。

○１番（石田　芳英君）　どうもありがとうございました。両項目につきまして、１点ずつ再質問させていただきたいと思います。
　１番目の民間活力、地域活力向上のための行政施策についてでございますけれども、この中の②のパブリックコメント制度の実施の現況についてのところでございますけれども、いろいろな町の基本的な計画とか条例などの前には、パブリックコメント制度を広報して行っているということでございました。
　この点につきまして、パブリックコメント制度というのは大変行政上の重要な決定を行う前に、民間の意向を調査したり、決定を行う上で大変重要なツールであるというふうに私も思っております。

　広報面といいますか、一応、活用されているということではございますけれども、まだ広報面が少し、もっと強く広報をしていただいて、住民の方々から多くのパブリックコメントを募集するようなことも少し必要かな、ＰＲの面が少し必要かなと思いますので、この広報の面についてお伺いしたいと思います。

　２番目の公用電気自動車の採用と給電設備の設置についてでございますけれども、今、導入コストとか、設備、設置のコストが高いということで、将来的には考えるということでございますけれども、前回９月定例会議で質問させていただきました小水力発電機についてとの関係で、発電すると同時に使用するという一連の電気の効果、いわゆる電気の地産地消が地域の活性化につながったり、あるいは新たな雇用の創造につながる可能性があるのではないかと個人的には思います。

　変化はチャンス、ピンチはチャンスという言葉もございますけれども、東日本大震災が起こり、甚大なる被害が生じました。しかしながら、この教訓を無駄にせず、新たな可能性の挑戦という前向きな発想が地鳴りのごとく沸きつつあります。

　大手自動車メーカー、連合４社が電気自動車、充電設備の設置について、独自の補助金を最大190万円補助するとの発表もございました。そのような補助制度のなど、民間と協力しながら利用するのも一考かなというふうに考えます。

　再質問ですけれども、先ほどの小水力発電で発電した電気を、将来的にはこのような電気自動車の給電設備で利用することにつきまして、将来的に可能性があるか、また検討することができるかお伺いいたします。

　２点、再質問させていただきます。

○議長（前田　悦男君）　企画財政課長。
○企画財政課長（若菜　伸一君）　ただいま１番石田議員から、２点ほどご質問をいただきました。私のほうからは１点目のパブリックコメントのＰＲの拡大についてということで、ご答弁をさせていただきたいと存じます。

　昨今の地方分権の流れの中で、地域社会の課題に対します住民の方々の意識の高まり、あるいは行政への住民参加、あるいは行政と市民の皆様の協働の進展という流れの中で、このパブリックコメントの重要性は、私ども、大変認識をしているところでございます。

　ご質問のパブリックコメントのＰＲでございますけれども、さまざまな計画の策定に際して行っているところでございますけれども、この計画の規模によりまして、現在、２週間から１カ月程度、パブリックコメントの期間を設定して、意見を募集をしているところでございます。

　また、少しでも多くの皆さんの目に触れるようにということで、工夫も必要でございますので、現在、広報、あるいはホームページの掲載、それと図書館２館と役場及び出張所に配備をしているところでございますけれども、今後、このコメントを募集しているということを改めて広報、あるいは町のホームページ、それに加えて防災行政無線もございますので、それらを活用して積極的にコメントを募集している旨のお知らせをしていきたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いいたします。

○議長（前田　悦男君）　総務課長。

○総務課長（井上　永一君）　それでは、石田議員の２点目のご質問です。小水力発電等、発電した電気を給電設備で利用することはできないかというご質問でございますけれども、まず初めに、公用電気自動車と給電設備の導入ということで、町長のほうからご答弁申し上げましたけれども、今、近隣の電気自動車の状況等も私のほうでいろいろ伺ったりしていますけれども、まだ故障が多いですとか、やはり走行距離が短いというようなことがあって、私どものような町の中では、まだそこら辺を検討していく余地があるかなということでございます。
　また、まだまだ補助金等を利用しても高額であるというようなことから、導入については現在のところ難しいのかなということでございます。

　ご質問の給電設備に小水力の関係でございますけれども、充電設備についても、太陽光と併用したり、夜間電力を利用したりというようなことで、さまざまな形での今、利用等もされているところでございます。その小水力が利用できるかどうかということにつきましても、先ほど申し上げた電気自動車等の導入をあわせ、今後の研究課題とさせていただきたいというふうに考えておりますので、ご理解をいただきたいと思います。

○議長（前田　悦男君）　以上で、１番石田芳英議員の一般質問を終わります。

　次に、３番高橋邦男議員。

〔３番　高橋　邦男君　登壇〕

○３番（高橋　邦男君）　今回は２件質問をさせていただきます。
　１件目ですが、出会いの場、ふれ愛サポートセンターの運営についてお伺いいたします。
　このたび出会いの場ふれ愛サポートセンターが保健福祉センター内に開設されました。これは少子化対策、定住化対策総合計画における出会いの場の創造と婚活支援の窓口で、結婚や本町への定住を希望する男女の出会いの機会づくりに大いに期待しているところでございます。

　そこで、出会いの場ふれ愛サポートセンターの運営について、次の４点についてお伺いいたします。

　１点目ですが、センター事業の運営方針と業務内容について教えてください。

　２点目、センター事業では「おせっかい支援員」の方など、民の力も大きいと思われますが、この事業における民の役割をどのように捉えていますか。

　３点目、センター登録に対して、どのような働きかけをされているか、またはされる予定ですか。情報誌だとか広報以外のことでお願いしたいと思います。

　４点目、11月末時点における登録状況を教えてください。まだ設立されたばかりですので、答えられる範囲で結構です。

　２件目の質問です。都水道局の民有林購入事業についてお伺いします。都水道局では、将来にわたる水源地域の保全のために、手入れができず、所有者が手放す意向のある民有林の購入を実施しています。現在、その対象地域は多摩川と日原川の合流点より上流域となっていますが、町内の対象外地域の所有者の方の中にも、売却を望んでいる方もおられるようです。
　そこで、対象地域を町内全域、または多摩川と大丹波川の合流地点まで広げていただけるように、都水道局へ働きかけをしていただけないものでしょうか。

　また、都民有林購入事業に対する町のお考えをお伺いいたします。よろしくお願いします。

○町長（河村　文夫君）　３番髙橋邦男議員の一般質問にお答え申し上げます。

　１点目の出会いの場ふれ愛サポートセンターの運営方針と業務内容について、でございます。
　その前に、この問題につきましては、長年にわたりまして議会の中で、三か町村、丹波山村、小菅村、奥多摩町で、この出会いの場を設けながら、町民の中でも何組かの方々が結婚をしていることにご尽力をいただき、大変感謝を申し上げております。それをさらにもう一歩進めて、今回はふれ愛サポートセンターを行うということを決めさせていただいたところでございます。

　この10月１日に保健センター内に開設し、運用を開始しているところでございます。

　このセンターを開始することは、昨年度に策定し、この４月１日から実施している少子化対策、定住化対策総合計画、緊急３カ年計画の中で計画されたもので、これまで行政が関与してこなかった友達づくり、仲間づくり、パートナー探しについても、積極的に支援することを目的とするもので、町内にいる独身の男女を中心に、町外からも参加者を募り、めでたく結婚までこぎつけた際には、町が町営住宅や分譲住宅を提供し、定住していただく。いわば、子ども子育て支援推進事業の対象となる前からの若者定住支援策の一環として行う施策の１つであります。

　この出会いの場ふれ愛サポートセンター事業の運営については、これまでの行政の事業と異なり難しい面があるとは思いますが、このまま手をこまねいていても若者の定住化は進まないばかりか、たとえ結婚しても町外に住宅を求めて転出してしまうことのほうが多いのが現実であります。
　そのため、町内にプロジェクトチームを立ち上げ、先ほど申し上げました緊急３カ年計画を策定し、その中の主要事業として開設し、運営を開始いたしました。

　ご質問の１点目のセンター事業の運営方針と業務内容ですが、これまでなかなか出会う機会の少なかった独身男女に安心して友達や仲間をつくれることができるよう、公の立場から出会いの場を提供することを運営方針として、キャッチフレーズを爽やかな出会いとし、交流イベントを通じて親密の度合いを増していただくための事業を実施いたします。

　この12月22日、日曜日に、第１回目の奥多摩町出会いの場ふれ愛サポートセンター交流の場事業として、横浜の美しい夜景を楽しみながら、クリスマスディナークルーズを予定しております。

　今後は、ふれあいの場事業として、インターネットを利用し、プライバシーや個人情報の保護にも十分配慮しながら、具体的な出会いの場の創出を行ってまいります。

　次に、２点目のおせっかい支援員などの民間の方の役割をどう捉えているかについてですが、おせっかい支援員とは、今まで少なくなってしまいましたが、昔はどの地域においても、年ごろの男女がいれば積極的に世話役をしてくれた世話やきおばさんの役割を担っていただき、地域の独身男女のコーディネートをお願いしたいと考えております。

　現在、個人情報保護の観点から、たとえ顔見知りであっても、深く詮索しない傾向がありますが、町が直接お願いすることで、地域の皆さんも安心して任せられるのではないかと期待するものであります。

　そのため、私がおせっかい支援員としてお願いしようと考えているのは、当面の間、地域の実情に詳しい民生・児童委員の皆様を予定しておりますが、将来的には公募によるおせっかい支援員の育成も視野に入れて考えていきたいと思います。

　次に、３点目のセンターの登録に対して、情報誌、広報以外でどのような働きかけをしているのかについてでございますが、10月１日のセンター開設に当たり、10月５日号の広報に掲載いたしましたが、その際、町内の全世帯に向けて利用申請書を兼ねたお知らせのチラシを配布いたしました。また、町のホームページにも同じ内容で掲載するとともに、11月号では今回の交流の場事業について掲載し、参加者を募集しております。

　この交流の場事業のイベントにつきましては、役場、保健福祉センター、文化会館、福祉会館、図書館、子ども家庭支援センターを始め、山のふるさと村、水と緑のふれあい館、都民の森にも案内のチラシを置いているほか、町ホームページにも掲載し、広く参加者を募集しておりますが、参加する方につきましては、センターの登録をお願いしているものでございます。登録者を増やす呼び水になればと考えております。

　これら町がかかわっているもの以外では、11月15日発行の西多摩新聞及び西の風に、センター開設の記事が掲載されておりますが、これは広報やホームページ、センター登録のチラシを見て取材したものではないかと思われます。大変感謝を申し上げているところでございます。
　４点目の11月末時点における登録状況でございますが、現在までに男性４名、女性２名の計６名の皆さんが登録しており、この方々は全て町内在住の方々でございます。

　この出会いの場ふれ愛サポートセンターについては、民生・児童委員協議会の会長、生活福祉部会、正副部会長、主任児童委員、自治会連合会副連合会長、町職員で組織する事業実行委員会により、今後も実施内容を検討してまいりますので、議員の皆様におかれましても、いろんなご助言をいただきますようお願いを申し上げます。

　次に、２点目の都水道局の民有林購入事業についてお答え申し上げます。

　多摩川の上流には、約４万5,000ヘクタールの森林があり、そのうち約２万2,000ヘクタールの森林は、東京都水道局が100年以上の長きにわたって継続的に良好な管理を行い、多くの水を貯水することのできる健全で緑豊かな水道水源林となっております。
　その一方で、多摩川上流域の民有林は、長期にわたる林業不振の影響などにより、荒廃の進んだ森林が増えてきております。
　そのため、東京都水道局では、将来にわたって水源地域を良好な状態で保全するため、林業不振等により手入れができず、所有者が手放す傾向のある民有林を購入し、水道水源林として管理することで、その機能を最大限発揮できるようにしていくことを目的として、平成22年度から民有林購入事業を行っております。

　東京都水道局では、平成25年度から27年度までの３年間に取り組んでいる施策の事業計画と財政計画を広く明らかにした東京水道経営プラン2013におきまして、この事業を主要施策に位置づけて推進しているところであります。

　この事業の対象は、人工林または人工林を含む山林であり、面積要件につきましては、５ヘクタール以上のまとまった人工林を含む山林、あるいは１ヘクタール以上５ヘクタール未満のまとまった人工林を含み、かつ、水道水源林に接している山林のいずれかを満たすものとなっております。

　また、事業は毎年公募により申し込みを受け付け、公募要件に合致する山林について審査を行い購入する山林を選定しておりますが、平成22年度から24年度までの３年間で10件、今年度は５件の申し込み受け付けをしているとのことでございます。

　議員からのご質問のありました対象区域を町内全域に、または多摩川と大丹波川の合流点まで広げていただけるように、東京都水道局への働きかけをしていただけないかについてでございますが、事業開始当初の対象区域は、小河内貯水池上流域に限られていましたが、平成25年度からは多摩川と日原川との合流点より上流域まで対象区域が拡大されております。

　今後、さらなる事業区域の拡大につきまして東京都水道局へ問い合わせたところ、事業の応募の状況を見ながら検討していきたいとのことであります。

　また、この民有林購入事業に対する町の考え方といたしましては、林業不況による山林放置に加え、過疎化により町内に不在の山林所有者が増加してきていることなどに伴い、どこまでが自分の山林であるかもわからない所有者も多く、今後、なお一層手入れのされない荒廃した山林が増加していくものと考えております。

　これらの山林では、日光も届かないことから、林床に草が生えずに雨が降ると土壌が流出してしまうこと、林内に立ち枯れや台風等による倒木が放置されたままの状態になっていることも多く、大雨の際に土石流が発生する危険性が増すなど、災害の発生の引き金になっていることも予測されます。

　このため、水源のかん養機能の向上はもとより、国土の保全や住民の安全・安心の観点から、ぜひとも対象区域を拡充していただき、東京都の水道水源として将来にわたり適切に維持管理していただけるよう、今後も積極的に働きかけをしていきたいと考えております。

　特に、皆様が山の中に入って、この山林はすばらしい山林だな、手入れが行き届いているなという山林は、ほとんど今は水道水源林であります。

　したがいまして、先ほど若干触れましたけれども、民有林で手の行き届かない山林につきましては、奥多摩湖に面していない等々を含めて、接していないということもありますけれども、できれば奥多摩の荒廃した山林を将来的には水道水源林として管理をしていただくというのを基本に考えております。
　今始まったばかりでございますから、それがどの程度実行できるのかということで、水道局としては、最初は奥多摩町の周辺から始めまして、それを徐々に拡大しておりますので、今私が申し上げましたように、この奥多摩町の安全安心を守るという意味からも、荒廃した山林をなくしていく。それは公の水道水源林が管理をしていただくのが一番いいのではないかなというふうに考えておりますので、積極的に対応してまいりたいというふうに思っております。

○議長（前田　悦男君）　高橋委員、再質問はありますか。

○３番（高橋　邦男君）　どうもありがとうございました。では、ふれ愛サポートセンターのほうで、２件質問させていただきます。

　行政が婚活、それから仲間づくりという部分もありますけれども、着手したということは、本当に大いに評価すべきことかなというふうに今感じています。

　１点目の質問なんですけれども、やはりせっかく、こういうすばらしい企画、事業を遂行する上で、やはり住民の方の理解とともに、かかわりを持っていただくという部分が今後大切かなと思うんですね。

　例えば自治会連合会とか、あとは若い集団で言うと、消防団とかがあると思うんですけれど、やはりそういう関係団体の方への指導と言ってはおかしいかもしれませんけれど、協力を仰ぐという部分で、議会もそうだと思うんですけれど、その辺が大きな鍵を握っているのかなと思っているんですけれど、その辺どうお考えかということですね。多くの住民の方にかかわりを持っていただけるようにする手段ということで、お尋ねしたいと思います。

　それから、もう１点は12月22日に第１回イベントがあるということで、たしか昨日あたり締め切りだったですかね。ちょっとはっきり覚えていませんけれど。応募状況がもしわかれば教えてください。

　実は、自分の近所の男性の方で、ぜひ参加したいという方がいたんですよ。その方の年齢が67歳ということで、独身で67歳ということで、俺でもいいのかなという言い方をしていましたので、いいんじゃないですかと言ったんですね。自分は結婚を目的としないと、その方は。ただ、若い人たちに対していろいろアドバイスとかできるかなというようなことを言っていましたので、そういう結婚を目的とする若い方々以外の、独身というのが条件にありますので、独身の方でいろんな人生経験をお持ちの方、そういう方の登録というのも結構役に立つかなというふうに今感じたんですけれど、その辺をどう思うか、お答えいただきたいと思います。
　以上２点、よろしくお願いします。

○議長（前田　悦男君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（清水　信行君）　それでは、３番高橋議員の再質問についてお答え申し上げます。

　１点目の自治会や消防団、あるいは議会の議員さんとも協力を仰いだらいかがということについての考えでございますが、まさにおっしゃるとおりでございます。この事業につきましては、行政だけではとても推進することはできないと考えております。積極的に自治会の皆様、あるいは消防団員の若い皆様、あるいは議員の皆様にもご協力いただきたいというふうに考えておりますが、全ての方にお話を聞くというのは、なかなか難しいということでございますので、今回事業の実行委員会といたしまして、自治会連合会からは副連合会長、あと民生・児童委員協議会の会長など、生活福祉部会の正副部会長、主任児童委員の皆様に委員になっていただきまして、町職員と協力しながら、今後の事業運営について考えていきたいというふうに考えております。
　また、町長からの答弁にもございましたように、おせっかい支援員につきましては、当面の間、民生・児童委員の皆様、23名おりますので、各地域から、これもまた自治会からの推薦という形で就任をいただいておりますので、その方たちにもおせっかい支援員として、まず、地域の独身男女の方にお声かけをしていただくようにお願いをしていこうというふうに考えております。

　実際に、このおせっかい支援員につきましては、来年の４月からの運用開始ということでございますので、これから民生・児童委員の皆様については、この12月１日から新たに委員さんが11名就任されましたので、その前からの再任の方も含めて、事業を進めていきながらお願いをしていきたいというふうに考えております。

　また、消防団員の皆様につきましては、この中に、要するに登録の対象の方がかなり多いということも聞いておりますので、口コミといいますか、お声がけをして、この登録も含めて参加をいただきたいというふうに考えてございます。

　それから、２点目の出会いの場の事業についてでございますが、先ほど町長の答弁にもございましたように、まずふれ愛サポートセンターの設置に関しては、11月15日の西の風と西多摩新聞に掲載されまして、その後、この事業、第１回の事業の内容につきまして、12月６日の西の風に、小さい記事でございますが掲載をされました。その間、応募状況が余り振るわなかったものですから、12月３日に三大新聞も含めて、立川支局にまで我々が営業に行きまして、その結果、12月11日、水曜日の読売新聞の多摩版に大きく取り上げられたところでございます。その関係で、今、センターへの登録が男６名、女性７名の計13名でございます。

　この事業への参加につきましては、男女とも５名ずつの10名が申し込んでいるということで、議員からお話がございましたように、12月12日が一応締め切りとして設定をしておりましたが、まだ若干余裕があるということで、週明けの16日まで締め切りを延長しております。また、参加を申し込まれた方の中には60代の方もいらっしゃいますので、議員からお話がありました方についても大丈夫でございますので、また再度お声がけをいただければと思います。
　以上でございます。

○議長（前田　悦男君）　以上で、３番高橋邦男議員の一般質問を終わります。

　次に、４番原島幸次議員。

〔４番　原島　幸次君　登壇〕

○４番（原島　幸次君）　それでは通告に従いまして、１点だけ質問をさせていただきます。

　氷川キャンプ場入り口の観光トイレの改築について、でございます。
　氷川キャンプ場入り口に設置してある観光トイレは、平成２年に建築後、22年が経過いたしました。タイルやドアの板が剥がれたりして、施設の老朽化が大変進んでおります。また、見た目にもきれいでなく、清潔なトイレとは言えません。

　観光トイレはキャンプ場の利用者を始め、登山客あるいはサイクリング、また通勤・通学、散歩等、多くの方が利用されております。

　トイレの便器は男性用２、女性用３の全部が和式でございまして、洋式便器の設置及び障がい者でも利用できる誰でもトイレの設置を希望いたします。

　今後も奥多摩町には多くの観光客の方が訪れると思います。奥多摩町の中心地であり、奥多摩駅にも近く、観光立町として観光トイレの整備をお願いいたします。

　なお、当該地区は平成25年度に下水道が整備されるのに伴い、浄化槽等の撤去工事が行われますが、当町としての本観光トイレの改築のお考えがあるのか、お伺いいたします。よろしくお願いします。

○議長（前田　悦男君）　河村町長。

〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　４番原島幸次議員の一般質問にお答え申し上げます。

　現在、町においては登山やトレッキング、森林セラピーやキャニオニング、レンタサイクルなど、観光地における新たな遊びが充実し始め、若い世代を中心に奥多摩ブームが到来しております。

　特に近年は、奥多摩駅を始めＪＲで訪れる観光客が飛躍的に増加しており、夏休みや紅葉の季節には、奥多摩駅前を車で通過するのが困難なほど多くの観光客でにぎわっております。

　昨年度、西多摩地域広域行政圏協議会で実施いたしました観光入込客数調査でも、町の観光入込客は、５年前の平成18年度に比較して32万人増加して、176万5,000人となっており、増加率は122％と大きな伸びを示しております。
　また、ＪＲからは今年度の奥多摩駅の乗降客数は、昨年度をさらに上回っていると聞いております。この増加傾向は、観光立町を標榜する町にとって、非常に喜ばしいことであり、登山ブームやサイクリングなど、時代の趨勢はあるものの、これまでにさまざまに取り組んでまいりました誘客のための観光パンフレットや、山里歩き絵図の作成、各種イベントや観光施設の整備、また町外における観光ＰＲ等が徐々に効果を発揮してきたものと考えております。

　議員からご指摘のありました多くの観光客を誘致するためには、観光施設の整備も必要不可欠な要素であり、特に観光用公衆トイレは、観光立町の町にふさわしい整備が必要であると考えております。

　現在、町内にはさまざまな場所に観光用公衆トイレを設置しておりますが、今年度も鳩の巣、川苔登山口及び日原鍾乳洞手前に観光用公衆トイレを整備する予定であります。

　これらを含め、町が維持管理する観光用公衆トイレは、全部で38カ所ございます。これら観光用公衆トイレの維持管理につきましては、本年第２回定例会におきまして、高橋邦男議員からの一般質問の際にもお答えさせていただきましたが、使用頻度や施設の状況により、清掃や修繕を行い、きれいな観光用公衆トイレの実現に向けて努力しているところでございます。

　さて、議員ご質問の氷川キャンプ場入り口にございます観光用公衆トイレにつきましては、平成２年に駐車場整備と一体的に建設され、22年余りが経過しております。老朽化が進み、便器の全てが和式であること、誰でもトイレがないことなど、時代に適した観光用公衆トイレとは言いがたい状況となっております。
　このトイレは、町営駐車場と氷川キャンプ場の入り口に位置していることから、観光客の利用頻度も高く、町でもこのような状況を十分に認識した上で、公共下水道の供用開始にあわせて建てかえるよう計画しております。来年度、平成26年度に利用実態等も踏まえ、施設規模、便器数等を確定した上で、様式便座、誰でもトイレを配置した観光用公衆トイレを整備する予定であります。

　議員が申されますように、清潔で快適な様式便所や誰でもトイレは、時代の要請であるとともに、今後も多くの観光客に来ていただくためには、町内に点在している既存の観光用トイレにつきましても、洋式便座や誰でもトイレを設置して、気持ちよく快適に使っていただけるよう整備を促進していく予定でございます。

　ただいま申し上げましたように、町内には約38の公衆トイレがございます。特に今ご質問のありました氷川キャンプ場のトイレ、また今いろんな私自身にも苦情等をいただいておりますけれども、奥多摩駅前のトイレが完全に全部使えるという状況ではございません。

　そういうことも含めて、まず第一番目には、定期的にきれいに清掃しろと。清掃をして、きれいなトイレにするということをまず一番先にやろう。それから、次には和式を洋式にかえていこうと。もう時代の趨勢で、様式にかえていこう。しかし、38カ所を全部一度にやるわけにはいかないので、計画的に、日本で一番きれいなトイレがあるというような、公衆トイレがあるというようなところに持っていきたいということで、計画的にトイレの改修整備を進めていきたい。その第一弾として、公共下水道の供用開始に伴いまして、氷川キャンプ場の上のトイレをまず来年度整備していきたいというふうに考えております。

○議長（前田　悦男君）　原島委員。

○４番（原島　幸次君）　引き続き、再質問ではございませんが、ただいま町長よりご答弁がございまして、建てかえを計画しているということでございますが、できるものなら奥多摩産の木で感じのよい建物になるよう切にお願いいたしまして、質問を終わらせていただきます。ありがとうございました。

○議長（前田　悦男君）　以上で、４番原島幸次議員の一般質問を終わります。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（前田　悦男君）　ご異議なしと認めます。よって、午前11時15分から再開といたします。

午前10時59分　休憩

午前11時15分　再開

○議長（前田　悦男君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　次に、７番師岡伸公議員。

〔７番　師岡　伸公君　登壇〕

○７番（師岡　伸公君）　それでは、現代の参勤交代論と奥多摩について質問をいたします。

　養老孟司氏を始めとする参勤交代論が唱えられて久しくなります。もとより参勤交代とは、江戸への出仕と領地での政務を繰り返したもので、徳川家に反旗を翻さないための仕組みとして機能した制度でした。今こそ、この制度を現代人が取り入れるべきだというのが、この参勤交代論です。

　都心の高層マンションに住むだけでなく、畑を耕したり、自然に触れたりする経験を交互にするという考え方で、行政レベルでは二地域居住とも称し、地方の過疎化と都心への一極集中が進む現代に警鐘を鳴らし、対策の１つと捉えられています。
　地方の過疎化対策について、都心に住む識者や官僚が考えることには、やはり限界があり、数日の視察などでは気づかない問題が山積しているのが実情です。

　そこで、この参勤交代論、二地域居住について、この奥多摩の実情に即して考えてみようという提案です。

　まず、その効果や目的については、次のように述べられています。

　１として、来るべき大震災期に備えて、災害時の避難地をつくっておく。田舎に、郊外に第二の親類をつくっておきたい。

　２つ目として、クラインガルテンのような市民農園を政府や地方自治体が地方につくり、都市生活者を週末に通わせ、体を使って精神の健康を取り戻すことや、農地を耕す訓練を積むことによって、食糧需給の手法を確立するなどの効果を期待する。

　３つ目は、空き家の有効活用により、スモールオフィス、ホームオフィスへの展開が可能になる。

　４つ目として、その地方の木材を用いて木の家をつくることで、地域材の使用に貢献できる。さらに、その家に耐震機能を持たせることで、都会の第一の家にもその機能を持たせようとする気づきを与えることができる。

　５つ目は、食糧受給率の高い欧米諸国が国や地方自治体の政策で、都市居住者を田舎に向けさせ、都市と地方のバランスを保った。これにより一次産業の六次産業化といった地方経済の振興策が期待できる。

　以上、こうしてメリットだけ確認することの危険性は多々ありますが、ここではあえてデメリットは省くこととします。

　１つ目の災害の避難地という観点では、本年９月の地方紙に、西多摩はおおむね危険性が低い地域という記事が掲載をされていました。東京都は地震の揺れによる各地域の危険度を５段階であらわしたものを公表しました。一部の地域を除いて、西多摩地区は一番低い１ランクとなっていました。奥多摩町もその中に含まれていました。

　２つ目の市民農園をつくり、食糧需給の手法を確立する点では、奥多摩町は海沢のふれあい農園などに見られるように、既に先駆的な事業を実施しています。

　３つ目の空き家対策なども、今、奥多摩の今後の課題として事業が進行中です。

　４つ目の木材利用も、学校の木質化などを始め、いわゆる木育が進行しつつあり、林業再生に通じるものがあるのではないでしょうか。

　このような効果に加え、もう１つつけ加えたいのが、やはり子どもの教育であります。
　都心が便利であるという点は、まさしくそのとおりかもありません。しかし、地方でしか学べない環境教育、人間教育の場も数多くあるはずです。

　３年前のことです。東京都内でコミュニティスクールを運営する校長先生が、奥多摩の自然、教育環境を視察した折り、こんな環境でぜひ教育をしてみたいと。小河内小中学校の跡地は何とかなりませんかという話をされました。

　今、ゆとり教育の見直し、詰め込み教育へ再度転換しようとしているこのときこそ、この自然が持つ豊かさと怖さ、生と死などを身を持って体験することしか理解できないことの重みを感じるべきだというふうに思います。

　参勤交代論で一番難しい課題が、この教育をどうするかというところだと思います。家族の存在なくしては語れない教育です。

　先日、役場文庫からお借りしました「東京は郊外から消えていく」という著書の中で、都心と郊外との関係で、職住接近か、職住分離かという設問がありました。都心よりも郊外のサテライトオフィスや自宅で勤務できるのが理想という答えが、20歳から30歳代の男性と、30歳から40歳代の女性に多かったのです。特に30歳代の女性にこの傾向は強かった。というのは、やはり家族、そして子どもの教育が大事であることの証だというふうに感じました。
　こうしてみますと、若い世代を巻き込んでの参勤交代論は無謀であるかに感じますが、アンケートの結果を見ると、雇用形態の見直しで、後退論ではなく若者定住化への道も模索されなくはないというふうに感じました。

　観光シーズンになれば人の動きが感じられます。しかし、人が動く、イコール地方の活性化とはなり得ないと思います。実際に地方で暮らすことで、都心に住む人たちが地方の抱える問題に対して身を持って体験する。それにより、地方の活性化の必要性をより多くの人が意識すれば、国全体で改善を考えるきっかけとなるという論理が、この参勤交代論のように感じます。

　一極集中の回避、過疎地域再生論、都市防災、人間性の回復、終のすみか、教育の場など、総合的にこの参勤交代論を考えるとき、この議論を奥多摩流に流布することはできないか、この議論を奥多摩が核となるような展開ができないかと考えてしまいます。

　昨年、９月議会にサテライトオフィスの誘致、本年３月には古民家の利用など、空き家対策の一般質問をさせていただきました。また、今回の中学校統合で、古里中学校の跡地利用も大きなテーマであろうと思います。これらとあわせた参勤交代論の現実性を少しでも描くことはできないかというふうに感じております。
　前段長くなりましたが、現代の参勤交代論と奥多摩について、町長のご所見をお伺いいたします。

　続きまして２点目、小丹波地区における若者定住化対策と生活道の整備について、質問をいたします。

　現在、町内における若者、ファミリー向けの公営住宅は、栃久保、海沢にあり、また新たに川井地区にも建設中です。手厚い子育て支援策の象徴とも言うべき若者向けの公営住宅の整備、教育環境の整備は喫緊の課題であります。

　今回は小丹波地区について、その対策、今後についてお伺いをするものです。

　小丹波地区の古里駅周辺は、日当たりのよさと役場、出張所、子育て支援センター、文化会館、図書館、学校、保育園、駐在所、診療所、郵便局、農協、食料品店、ガソリンスタンド、そして近年若者のライフスタイルには欠かせない、そしてまた、ひとり暮らしの高齢者の方にも利用されているコンビニエンスストアが近くにあり、奥多摩における若者定住化には格好の場所であるのは、誰もが認めるところであります。

　今後の生活道の整備により、発展的なまちづくりと若者の定住が期待される地域だと考えます。また、整備を期待して町内外から移住された住民も、この数十年にわたり多く見受けられます。

　そこで、以下の点についてお伺いをいたします。
　１点目、小丹波地区古里駅周辺に定住化対策のための住宅建設と、それに伴う今後の生活道の整備は。

　２つ目、従来からの懸案事項である高畑天神林線と竹の平中線の今後の整備計画は。

　以上、現代の参勤交代論と奥多摩小丹波地区における若者定住化対策と生活道の整備、２点、ご答弁をよろしくお願いいたします。
○議長（前田　悦男君）　河村町長。

〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　７番師岡伸公議員の一般質問にお答え申し上げます。

　初めに、現在の参勤交代論と奥多摩についてでありますが、現代の参勤交代とは、医師であり、また作家である養老孟司氏が、その多くの著書の中でこのように称しているもので、行政では2005年に国道交通省が二地域居住として提唱したライフスタイルのことを言います。

　この二地域居住とは、都市に暮らす人が週末や１年のうちの一定期間を農山漁村の同一地域で暮らし、反復的に生活拠点を行き来することを指すもので、観光等の交流人口と定住人口の中間的な考え方として位置づけられております。

　本年１月に、国立社会保障人口問題研究所から発表された全国の人口推計によりますと、2040年には全ての都道府県で2010年を下回り、市町村を含め全自治体の７割で2010年に比べて２割以上人口が減少すると予測されております。

　とりわけ農山漁村では、さらなる定住人口の減少と急速な高齢化等に伴い、低密度、無居住地域の一層の拡大が予測されております。

　その結果、基本的な公共サービスや基礎的な生活環境サービスの提供の困難化、伝統的祭り等の地域文化の衰退、さまざまな災害の発生及び災害時の共助なども懸念されており、広い意味では地域社会の崩壊が現実のものとなりつつあります。

　一方、国民の価値観の多様化に伴うライフスタイルにつきましては、内閣府の世論調査によりますと、心の豊かさの重視、自由時間の増加、ボランティア、地方圏への居住やスローライフ志向の高まり等、多様な変化が生じてきており、今後はこうした変化を踏まえ地域づくりが求められると言えます。

　具体的には、物質的豊かさより心の豊かさを重視し、経済的繁栄よりも歴史、伝統、自然、文化、芸術を重視する方向に変化してきております。また、積極的な時間の使い方の受け皿として、ボランティア活動等への期待も高まっております。

　これらのことから、国土交通省では大胆な仮定として、二地域居住者は2005年に100万人、都市人口比2.5％、2010年に約190万人、同４％、2020年に約680万人、同17％、2030年では約1,080万人、同29％になると見込んでおり、今後、農山漁村の置かれている状況から生じる農山漁村側のニーズと、都市の生活者のニーズをうまく組み合わせるための新しい社会システムを早急かつ戦略的に構築していくことが求められているとしております。
　特に農山漁村等におきましては、これまでの定住人口や観光者との一時的、短期滞在からなる交流人口に加え、都市住民が中長期あるいは定期的、反復的に農山漁村等の地域に滞在する二地域居住の果たす役割は注目されてきております。
　当町におきましても、海沢地区に体験農園を開設しており、これも二地域居住の１つの形態でありますが、クラインガルテンの利用者の方々と、このふれあい農園運営委員会を組織する海沢地域の住民皆さんが交流連携し、農園の活動を行っていくことで、地域の活性化などに成果を上げております。
　町では、過疎化の進行に伴う若者の流出、高齢化率の上昇に伴い、地域を災害から守る消防団活動やコミュニティ活動など、地域活力の衰退が懸念されている現在、人口構成を改善するために若者の定住対策が喫緊の課題となっておりますが、この対策とあわせて、ＪＲ各駅から離れた地域の空き家や耕作放棄地などの活用など、さまざまな問題の解決の糸口として、二地域居住による人々との連携を考えていくことも有効な方法であると考えております。

　また、行く行くは二地域居住人口となった都市住民が、町の魅力等を実際に肌で体験することによって、町の各所の若者定住、子育て支援策などと相まって、定住人口となることも期待できます。

　このようなことから、今後、当町に合った二地域居住の方法はどのようなものがあるかを検討していくとともに、現在、第５期長期総合計画の策定作業を進めているところでありますので、その中でまちづくり計画住民委員の方々にも議論していただきたいと考えております。

　次に、小丹波地区における定住化対策と生活道の整備についてのご質問にお答え申し上げます。
　１点目の小丹波地区古里駅周辺に定住化対策のための住宅建設と、それに伴う今後の生活道の整備についてですが、若者の定住化対策は町の最重点課題であり、少子高齢化や過疎化が続く中、若者の定住化を促進し転入者を受け入れ、人口の減少に歯止めをかけるには、住宅施策の重点的・集中的な推進が必要であります。

　このため、今までに若者定住化対策として、鳩の巣、栃久保、海沢、長畑の各地区で宅地の分譲を実施してまいりました。現在進めております川井分譲地につきましては、８区画を整備し、造成工事が完了したことから、来年早々には分譲のための募集を行う予定であります。

　ご質問にございますように、小丹波地区は奥多摩町の中でも住宅地として立地条件がよく、さまざまな公共施設も充実しており、買い物など利便性にもすぐれている地域であると認識しているところでございます。

　そのため、生活道の整備とあわせて、下水道や取付道路などの生活基盤の整備を行うことで、新たな住宅適地が生まれ、民間の住宅整備を誘導することができるものと考えております。

　住宅建設適地の地権者の方々のご協力を得て、町が実施する若者定住化のための宅地開発なども可能となってまいります。

　次に、２点目の従来からの懸案事項である高畑天神林線と竹の平中線の今後の整備計画でございますが、生活道路は地域住民の日常生活を支える基盤であるとともに、町の発展や新たな宅地開発に不可欠なものとして、重要な役割を果たしております。あわせて緊急車両の往来など、災害時の対応が容易となることからも、安全で安心したまちづくりには欠かせないものであると考えております。

　議員からご質問の天神林線と竹の平線につきましては、地権者を始め自治会のご協力をいただき、竹の平線につきましては今年度中に予備設計測量を実施する予定であり、平成26年度には地権者の方々に対して全体説明を行い、同意をいただいた上で事業化できるよう取り組んでまいります。

　また、天神林線につきましては地権者から測量立入の承諾をいただいておりますので、平成26年度中に予備設計測量実施、早期の事業化に向けて努力しているところでございます。

　いずれにいたしましても道路整備の推進につきましては、まずは地権者の皆さんのご理解とご協力をいただくことが第一であり、これに加え、自治会及び地域の方々のご協力も必要不可欠でありますので、今後も住民皆様のご理解とご協力をいただきながら、生活道路の整備を推進してまいりたいと考えております。

　特に今回、師岡議員からご質問がありました前段の部分と後段の部分は、つながっているというふうに私は考えております。おっしゃいますように、今、私の町の中では、若者の定住、あるいは少子化、高齢化で悩んでおります。そういう点では、いろんな意味の発想を持つ必要があるのではないかという提言だというふうに受けとめております。
　特に私たちの町では、子ども子育て、また子どもの教育について、少しほかと違った観点から力を入れていけば、若者が必ず自分の町を誇りに持って子育てを親がしていただき、その子どもも成長していくのではないかなという点では、前段のいろんなご提言、非常に意義ある提言だというふうに思っております。

　私自身も慶應大学の金子郁容先生が、現地でやった子どものコミュニティスクールの問題、あるいは子育てと学校の教育の問題等について聞いたり、また、その本も読ませていただきました。
　今、金子郁容先生は、むしろ私どもの町の健康の問題に取り組んでいただいていまして、電話での診察、これらに何年も取り組んでいただいて、時々お会いをして、教育の問題から始まりまして、地域の問題までご享受をいただいているという状況でございます。

　したがいまして、そういういろんな前段の議論を踏まえながら、個々の具体的な事項については、１つ１つ着実にやっていく必要があるだろうというふうに思います。そういう点では、若い人たちの子育ての支援をさらに拡充する、また子どもたちの学力を向上させる、これも重要な点であろうかと思います。

　毎年実施されております学力調査でございますけれども、静岡県の川勝知事が、各学校の公表をしろというようなことが報道されました。個々の学校の点数というのは公表されておりませんけれども、体力、それから学力等を含めて、今、今年行われました学力等については、奥多摩町の子どもたちは決して学力が低くはありません。非常に学力が高いです。東京都の中でも、全国に比べても、非常に学力が高い状況が出ております。

　そういう点で、それらを着実にやるためには、その環境整備をしていくというのが私は必要だなというふうに思います。

　したがいまして、特にあちこちで道路をつくり、または住宅適地をつくりながら、今回の川井地区の住宅適地については８区画でございますけれども、これもほかの造成、あるいはいろんな取得を含めて、かかったお金の原価を計算して分譲するという方式ではなくて、現在の町が、土地に対する評価をしながら販売をしていこうと。それに130万円の助成をしていこうという制度でありますから、この辺は５年前から始めておりますけれども、まだなかなか浸透していないのかなという気がいたしております。

　また、少子化対策についても、14項目の少子化対策をやっておりますけれども、これもパンフレット等をつくりながら、いろいろＰＲをしているんですけれども、なかなか理解をしていっているところまではいかないということでございます。

　そういう点では、さっき民間の活力等もありますけれども、地域の地権者の皆さんのご協力をいただきながら、道が入れられる、道を整備できるところについては、できるだけ整備をしていきたい。そうしないと、若者が定住化していただけないんだということで、東京都に財政支援をいただきながらやっておりますけれども、そういう点については東京都も理解をしていただいているんですが、問題は、どうやって地権者の理解を得るか。一般論としては、あそこにどうして道が入らないんだ。あるいは何をしているんだ、というお話がありますけれども、最終的には地権者の理解を得ることが一番大切でありまして、それさえあれば財源確保は可能であります。
　今、小丹波の天神林線を含めて、師岡議員、あるいは地元の自治会長さんが、その問題に真剣に取り組んでいただいて、その状況が進展しているという報告は職員から受けております。
　どうかほかの議員の皆様方も、自分の地域の基盤整備について、ぜひお力をお貸しいただきながら、地権者の皆さんの理解を得て、そこに道路を入れることによって、いろんな環境整備ができるという問題もございますので、お願いを申し上げたいと思います。

　いずれにいたしましても、この問題というのは長期にわたりいろんな問題が複合的に絡み合いながらやることによって、最終目標に達成できるというふうに思っております。

　そういう点では、私自身が考えている少子高齢化対策をやるためには、今、議員から質問がありましたいろんな問題を複合的に絡み合わせながら、財源確保をして実行していくと。これが一番最大の効果であるというふうに考えております。

　今後ともご協力を賜りまして、お答えにかえさせていただきたいと思います。

○議長（前田　悦男君）　師岡議員、再質問はありますか。

○７番（師岡　伸公君）　ございません。終わります。

○議長（前田　悦男君）　以上で、７番師岡伸公議員の一般質問を終わります。

　次に、10番竹内和男議員。

〔10番　竹内　和男君　登壇〕

○10番（竹内　和男君）　奥多摩町の防災対策についてお伺いをいたします。

　先般より奥多摩町の森林林業の将来について一般質問をしてまいりましたが、今回は町の防災対策について質問をいたします。

　今年の10月15日から16日にかけ関東を通過した台風26号の影響により、甚大な被害を受けた伊豆大島の災害、また平成23年３月11日に発生した東日本大震災が記憶に新しいと思いますが、各地で自然界がもたらす異常気象により、想定外の降雨や強風が発生しております。このようなとき、奥多摩町としての防災対策はどのように考えているか、町の意見をお聞かせください。

　また、町の防災対策として重要なことですが、奥多摩町には２万1,000ヘクタール以上の山林が所在し、各地区に集落が点在し、その山林に集落が囲まれている現状です。

　都道等が災害で通行不可能となった場合のライフラインの確立等が不可欠となります。その１つの手段として、林道の活用が必要と思いますが、いかがでしょうか。

　今現在、林道開設や改良についての災害対策を視野に入れた計画、実行の必要と思いますが、町の考えをお聞かせください。
○議長（前田　悦男君）

〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　10番竹内和男議員の奥多摩町の防災対策についての一般質問にお答え申し上げます。

　10月15日未明から16日にかけて、関東地方を襲った台風26号の影響により、大島町では記録的、短時間大雨情報が発令されるなど、土石流の発生により死亡者35名、行方不明４名、全壊家屋128棟、大規模半壊家屋27棟、半壊家屋51棟、一部損壊家屋162棟の被害が出ており、いまだに大島町職員は対応に追われております。

　これら家屋の罹災証明発行をするための前段の被害認定調査を実施するため、都職員、区市町村職員の合計64名が、11月４日から９日にかけて大島町へ入り、応援業務を遂行してまいりましたが、町からも２名の職員を派遣したところでございます。

　また、海外に目を向けますと、11月８日にフィリピンを襲った台風30号では、約1,000万人以上が被災し、死者も数千人にのぼるなど、大災害に見舞われたところであり、５月、６月には、中央ヨーロッパを襲った甚大な洪水など大規模な自然災害が発生しているところであります。

　さて、ご質問の異常気象による想定外の降雨時の防災対策ですが、本年、町に影響を及ぼした台風は、９月16日の18号、10月15・16日の26号及び10月25日の27号がございました。

　町では、副町長及び関係職員が役場に詰め、情報収集に努めるとともに、状況により警戒本部、災害対策本部を設置し、課長職以上の職員、消防団長を招集し、対応いたしました。
　また、台風27号の警戒の際には、26号の影響で地盤が緩むとともに、沢の氾濫が想定されるため、自治会長に依頼し、生活館を開放し、防災行政無線を通じて自主避難の呼びかけをいたしました。

　しかし、このような取り組みをしている中、町で策定した災害時の対応策を示している地域防災計画では、台風などの風水害時の職員の出動態勢の基準が明確に規定されていないため、その時々の判断で職員を動員しておりましたが、職員が出勤する判断基準を明確化し、災害時の対応に当たる必要性を感じました。

　このようなことから副町長を座長として、災害時、自然災害、火災、職員対応マニュアル検討プロジェクトを設置し、明確な出動態勢の基準を定めるとともに、今後台風などの影響が予想される際には、各課で事前に被害を防ぐための確認、点検をするマニュアルがあるタイムラインを作成するなど、対応に当たってまいります。

　また、万が一災害が発生した場合に備え、町内36カ所の防災備蓄倉庫への備蓄品の充実に努めるとともに、自治会、消防団と連携した防災訓練も実施してまいります。

　次に、林道開設や改良について、災害対策も視野に入れた計画についてですが、林業の振興に必要な基幹施設である林道は、木材と林産物の搬出や森林の保育、森林防災に必要であり、現在、町では林道を25路線、その他作業道を４路線、計29路線を管理しております。また、新たな開設と改良及び適切な維持管理を第４期長期総合計画で推進してまいりました。
議員ご質問の災害時における林道の活用ですが、リスクを考えますと、極めて難しい状況でございます。理由といたしましては、管理している林道のほとんどが袋小路で、循環型の林道がなく、構造物等の整備が充実していない路線が大半であるためであります。そもそも林道は林産物等を搬出する目的の道路であって、法定外道路となっているため、一般車両は原則的に通行止めとなっております。しかしながら生活道として機能を果たしている林道が７路線、熊沢線、丹三郎寸庭線、白丸線、安寺沢線、イヤ入線、栃寄線、槐木線と、ヘリポートが隣接している林道は１路線、大丹波があり、これらの林道については災害時、緊急時に対応できるように、安全で安心した通行が可能な整備を重点的に進めております。
　この８路線の整備内容につきましては、落石対策、維持補修、治山等の整備を実施しているところでございます。

　また、この８路線のうち唯一災害時に活用できる路線は、丹三郎寸庭線でございます。この路線は国道411号線と吉野街道を結ぶ循環型の林道であるため、緊急時に迂回が可能となりますので、計画的に整備を行う予定であります。

　それにあわせて熊沢線につきましても、都道202号線と川井駅方面の国道411号線を将来的には接続する予定であります。

　また、白丸線についても杣入下線の完了に伴い、白丸丸の内線西側の計画を進めておりますので、国道から国道への接続が可能となり、白丸地域内における循環型の路線となります。

　この２路線につきましては、実現化に向けて進めてまいりますので、工事完了後には循環型の路線となり、災害時における活用が明るいものとなります。

　今後は新規路線及び改良事業を計画する上で、効果的な林業経営、森林の適切な維持管理につながり、生活道としての機能も果たせ、災害時にも対応できる整備を検討、計画してまいります。

○議長（前田　悦男君）　竹内議員、再質問はありますか。

○10番（竹内　和男君）　ありがとうございました。台風26号に伴う大島町の災害、台風災害、町長からもいろいろな面で説明をいただいたところでございます。

　テレビや新聞報道で知らされた土石流の教訓、避難勧告、ためらわず台風26号に伴う土石流災害は、早期の避難こそが確実に身を守ることを改めて示すとともに、異常気象への備えなど、新たな課題を突きつけられた台風災害であったと思います。

　それにしても今年は台風の多い年で、実は会派による10月１日から２泊３日の予定で神津島方面へ行政視察で出発しましたが、台風の影響で大島町に２泊しました。そのときに大島町の役場に訪問して、川島町長にもお会いいたしました。話の中で、奥多摩町の河村文夫様には大変お世話になっております。よろしくお伝えくださいと言われまして、別の会議のときに河村町長に伝えたところでございます。

　大島町の全体面積は9,100ヘクタール、森林面積は4,745ヘクタール、人工林が278ヘクタールで、スギ、ヒノキ、松、そのほかには椿などの低木が大島町の森林状況かと思います。奥多摩町と比べると異なる点がありますが、当町の森林は安定しているかと感じました。

　そこで、２つほど質問をさせてもらいます。
　今、町長から答弁がありましたことと重なりますけれども、１つは新しく林道開設することにより、防災対策にもなり、林道振興にもつながり、一石二鳥にもつながりますので、今後新たな林道開設や既設の林道延長はあるのでしょうか。

　それから２つ目は、奥多摩町のホームページに防災マップが載っておりますが、小さくて細かくて、よく見えない状況です。高齢者が多い町では、ホームページを見ないと思いますので、町民のわかりやすい奥多摩町の災害対策が不可欠ではないかと思います。迂回路等を入れた詳しい災害対策マップが作成、配布でもできればいいかと思っております。

　以上です。

○議長（前田　悦男君）　地域整備課長。

○地域整備課長（須崎　政博君）　10番竹内議員の再質問にお答えします。

　今後の林道開設の計画予定につきましては、第４期長期総合計画に基づき、整備、計画を推進しているところでございます。

　林道の開設の計画といたしましては、現在、生産基盤事業で実施しています名坂線林道開設工事につきましては、平成24年度から26年度の３カ年計画で、全体延長1,250メートルを実施する予定ですが、計画路線の急峻な場所でありまして、メーター当たりの単価が35万円とかさみ、生産基盤事業が26年度で終了となりますので、計画延長に達しない場合は、東京都の単独事業であります林道開設補助金で計画延長の充実を図っていきたいと考えております。

　また、西側線林道の開設事業につきましては、平成22年度から同補助事業により開設事業を実施してきましたが、23年度に計画路線の一部で立木の伐採事件が発生し、工事が着工できない状況となり、工事の一時休止となっております。

　その林道につきましては、刑事事件及び民事事件の解決後は、地元住民や森林所有者も工事の実施を望んでいますので、当事者のご理解とご協力のもと、森林整備に欠かせない林道の開設を継続的に行っていきたいと考えております。

　今後の林道の計画につきましては、これまでの木材の生産の主体とした政策を抜本的に見直し、森林の多様な機能の持続的な発揮を図るために、二酸化炭素吸収機能などを最大限に発揮し、多摩産材の安定供給を行う森林の循環、伐採、利用、植林、保育を再生し、森林所有者に受益を還元できる生産システムを構築することを目的として、林道整備を推進していきたいと考えております。
　また、林道等の路網密度が全国平均より低い多摩地域において、林道整備は施行集約化の基盤として非常に重要な要素となっており、重点的な整備が必要となっておりますので、施行集約化のモデル地区を起点として、森林組合による多摩地域の施行集約化の拡大を図るために、林道整備は森林協会の明確とともに、早急に進める必要があると認識しているところでございますが、林道整備につきましては、まず森林所有者の理解と協力が第一であり、それには機能向上を図り、効率的・効果的な林業経営、森林の適正な維持管理につなげるために、今、町が管理している29路線の作業道の４路線を除いた25路線の改良、舗装等の整備もあわせて、東京都の財政支援のもと、事業計画を東京都と調整して実施に向けて推進してまいりたいと考えているところでございます。

　また、改良と舗装の計画につきましては、現在、継続しています路線につきましては、新羽の日原君平線の舗装工事、大沢イヤ入線の法面落石対策工事、大丹波線の法面対策工事を継続的に実施していきたいと考えております。

　以上です。

○議長（前田　悦男君）　総務課長。

○総務課長（井上　永一君）　竹内議員の再質問にご答弁いたします。

　ホームページ等を利用した災害マップ等の掲載ということでございますけれども、現在、町のホームページのほうに土砂災害防止ハザードマップということで、各地域の土砂災害防止関係を掲載しているところでございまして、それぞれの地域の部分をクリックしていただくと、それらのマップが掲載されるということでございます。

　また、このマップについては、それぞれ各ご家庭にもご自分の地域の部分は配布をさせていただいているところでございます。

　また、迂回路を入れた災害マップということで、今、ホームページ、この議会でもたびたび指摘をされておりますけれども、非常にトップページからの入りが見づらいというような部分があって、今、予算要求等をしているところでございます。

　その改良等にあわせまして、災害情報等をごらんになれるようなマップ、見やすいマップ等を掲載していきたいと。また、そのようなものができたときには、各ご家庭にも配布等も考えてまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。
○議長（前田　悦男君）　以上で、10番竹内和男議員の一般質問を終わります。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（前田　悦男君）　異議なしと認めます。よって、午後１時から再開といたします。

午後０時01分　休憩

午後１時00分　再開

○議長（前田　悦男君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　５番杉村良一議員の一般質問から行います。

〔５番　杉村　良一君　登壇〕

○５番（杉村　良一君）　午前中の竹内議員の防災対策についての質問がございましたけれども、引き続き、同じ関連した内容でございますけれども、土石流、土砂崩れ災害対策についてお伺いいたします。

　既に竹内議員のご質問に対して、河村町長並びに担当課長から、大まかなところを既にご回答いただいておりますけれども、それ以外のところでのご回答をお願いいたします。

　伊豆大島は、このたびの台風26号により多大な被害を受け、土石流の恐ろしさを再確認いたしました。

　気象庁は、先の東関東大震災の教訓を踏まえ、今年８月30日に特別警報という新たな規定を設け、数十年に一度起こるような危険な状態になった場合、発令するとした。

　気象庁は、危険状況の進行に応じて、気象情報、注意報、警報、特別警報と順に発表し、この情報もとに市町村自治体は住民に対し自主避難の呼びかけ、避難準備情報、避難勧告、避難指示を出すとされている。
　この発令は、市町村により危険状況が大きく異なるため、独自の判断が必要である。安易な発令は社会に大きな影響を与えるため、迅速確かな気象情報を把握し、発令の基準の精度を高めていく必要があります。早目の対応は不可欠ではあるが、それによる空振りは批判をすべきでないとの政府見解が発表されております。

　奥多摩町は多くの渓流、急傾斜値があり、ハザードマップが示すごとく、土石流、土砂崩れの危険箇所が無数にある。最近、局所的に短時間に予想を超えた豪雨が頻繁に起こり、町独自の降水量測定が必要と考える。

　これらの情報を含め、町として避難させるかどうかの判断基準を明確化、明文化し、マニュアルの整備が必要と思われるが、町長のご所見を伺いたい。
　また、自助・共助の観点より、住民の防災意識を高め、防災隣組といった仕組みをつくり、どこにどういう一人住まいの老人がいて、あるいは障がい者の方がどこにいて、誰がどのように避難させるかといったことを明確化しておく必要があります。

　これらについても町長のご所見をお伺いいたします。

○議長（前田　悦男君）　河村町長。

〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　５番杉村良一議員の土石流、土砂崩れ災害対策についての一般質問にお答え申し上げます。

　地球温暖化の影響からか、日本各地でこれまでに経験したことのないような集中豪雨が発生し、また、四国では日本の最高気温が記録されるなど、異常気象の現象は起きております。

　１時間当たり50ミリ以上の短時間強雨は、昨年だけで282回、土砂災害はここ10年で1,179回、土石流は249回と、20年前と比較して1.5倍に増加し、経験のない大雨も気象庁927の観測点のうち、600カ所以上で記録が更新されております。

　このような中、気象庁では東日本大震災における津波、平成23年台風12号による紀伊半島を中心とした大雨で、極めて甚大な被害があったものの、これらの災害において、警報を始めとする防災情報により、重大な災害への警戒を呼びかけたにもかかわらず、災害発生の危険性が著しく高いことを有効に伝える手段がなく、市町村長による的確な避難勧告、指示の発令や住民の迅速な避難行動に結びつかなかったことから、住民の方々に対して重大な災害の危険性を正しく伝達するため、新たに８月30日から特別警報を設けました。

　新たに始まった特別警報は、警報の発表基準をはるかに超える、数十年に一度の大災害が起こると予想される場合に発表し、対象地域の住民に対して、最大限に警戒を呼びかけるもので、市町村における周知活動は、大雨、暴風、大雪などの警報。注意報では努力義務であったことから、特別警報が発令された際には、周知活動が義務化されることになりました。
　大雨や暴風雨など、気象に関する災害のおそれがあるときには、特別警報が発表される前に、従来どおり気象情報や注意報、警報が段階的に発表されるので、これらの情報入手を常に心がけ、住民は早目、早目の行動がとれるよう準備しておくことが大切であり、行政は早目、早目の注意喚起、避難勧告、避難指示を的確に出すことが必要であります。

　また、これら避難に関する用語の持つ意味の違いについても、正しく認識していただくことも必要であると考えます。内閣府が行ったアンケート調査では、おおよそ４割の住民の方が、避難準備情報、避難勧告、避難指示の内容について正しく認識をしていなかったという結果も出ており、いざというときにおくれることなく、避難行動がとれるよう周知してまいります。

　町には、地域防災計画にも記載がございますように、土石流153カ所、急傾斜値の崩壊、崖崩れ727カ所、地すべり10カ所と、合計890カ所が土砂災害警戒区域等とされております。

　先ほど、10番竹内議員の一般質問にもご答弁いたしましたが、自然災害時での職員の初動体制については、災害時、自然災害、火災、職員対応マニュアル検討会議を組織、動員体制、配置体制を作成し、今後対応していくことといたしました。

　また、気象状況により地域の生活館等を開放し、危険等を感じた場合に自主的に避難をしていただくよう呼びかけをするとともに、各配備体制で指定をした職員を役場に待機させ、災害に備えてまいります。

　町の地域防災計画には、事前避難、避難勧告、指示避難誘導についての伝達、行動内容は示されておりますが、今後はより的確に避難勧告、避難指示が出せるよう、明確な基準の整備をする必要があると考えております。

　国土交通省、国土技術政策研究所の調べでは、平成21年から23年までの３年間に出た土砂災害による避難勧告、指示や避難準備情報、224件のうち、約６割の132件については、発令が災害の発生後であったとされております。

　今後、町では、気象庁、東京都からの情報をもとに、災害の発生が予想されるときに、自主避難の呼びかけ、避難勧告など、ちゅうちょすることなく、早目に決断して発表し、住民の安全を確保してまいります。

　次に、防災隣組の仕組みづくり、一人住まいの老人、障がい者の避難の明確化についてですが、防災対策、災害対応等には、自助、共助、公序と、まずみずからの命はみずからが守り、次に近隣がお互いに助け合って地域を守る。その後、町を始め、警察、消防により救助活動や支援物資を提供するという考え方がございます。

　町では、この共助の部分について、災害発生時に自治会単位で連携をとりながら、地域住民が相互に助け合い、地域の防災力を高め、安全・安心で住みよい地域とするために、自主防災組織の組織づくりを各自治会にお願いしているところでございます。

　既に21のうち14の自治会に設置され、救出・救助資機材を支給し、有事の際に自主的に救出、救護、避難誘導及び情報管理ができる基盤を形成するとともに、防災訓練で中心的な活動をいただいております。

　今年度中に全ての自治会で設置し、各地域での活発な活動を促すとともに、町と一体となった防災化等につなげたいと考えております。

　また、老人、障がい者等の避難につきましては、平成23年の東日本大震災において、被災地全体の死者数のうち、65歳以上の高齢者が６割を占めたこと。障がい者の死亡率が被災住民全体の死亡率の約２倍に上がったこと。また、消防職員、団員や民生委員にも多数の犠牲者が出たことを教訓とし、避難行動要支援者名簿を活用した実効性のある支援を目的として、平成25年６月に災害対策基本法が改正されました。
　その内容は、高齢者や障がい者などの避難行動要支援者の名簿の作成を市町村に義務づけ、あわせて名簿作成に際し、個人情報を利用できること、要支援者の同意を要件として平常時から消防や民生委員などの機関に情報提供できること。災害発生時には同意の有無にかかわらず、名簿情報を関係機関に提供できること。名簿情報の提供を受けた者に守秘義務を課し、市町村に情報漏えい防止措置を義務づけることとされ、今後、町で名簿を作成し有事に備えることになります。

　現在、ご本人からご承諾をいただいた障がい者の方や緊急通報システム登録者、独居高齢者等については、民生・児童委員にデータを渡し、見回りをお願いしております。また、総務課と福祉保健課とで独居や高齢者のみの世帯、要介護認定者等の高齢者、障がい者、乳幼児などのうち、災害時に支援が必要な方について把握し、その個人データと地域の民生・児童委員などの支援者のデータ及び付近の避難所データを入力した所在地の地図表示、関係機関に配布できる形の、災害時要援護者等管理台帳システムを導入し、運用に向け準備作業を進めております。

　このシステムを活用し、災害時に避難をする際に情報を確認し、迅速に確実に弱者と言われる方の避難ができるよう、今後努めてまいりたいと思います。

　以上です。

○議長（前田　悦男君）　杉村議員、再質問はありますか。

○５番（杉村　良一君）　まず１点ですけれども、マニュアルの整備を、町長、最初の本会議の初日にマニュアルの整備も今検討中であるというようなお話を伺いましたけれども、実際、どういうような時間軸で、いつごろを目途にしてそれが完成するのかがまず１点と、それから、自治会内で自主防災組織がもう既にあるところもありますし、これからさらに拡充というようなお話がございましたけれども、例えばうちの隣組というのは20人ぐらいなんですけれども、足腰の不便な年配者が３人ばかりいるんですけれども、時々考えるんですけれども、何かあったときに、こういう人たち、多分効率的な避難場所に誘導する場合も、そういう方は多分二、三人の方が付き添っていかないと、誘導場所まで行けないのかなと。私の場合３人いるわけですけれど、どこに最初に行ったらいいのかなと、時々考えるんですね。

　ですから、先ほどの自治会単位でという、もっと狭い範囲で、隣組単位でそういう方、じゃあ、もうおまえはあそことあそこの人を行きなさいとか、事前に決めておいたら、すぐ効率的な誘導ができるのかなと。そういうことで、ここで言っている隣組のそういう防災、隣組というのは、そんな隣組ごとにあったらいいんじゃないかなと。町全体がそういう形で。公式で、もっと専門の方の救助活動というのは、それはそれであるかもしれませんけれど、まず身近なところで、そういう組織といいますか、何か決まり事で事前にあったほうがいいのかなということを考えたわけですけれども、そこら辺のご意見をお伺いいたします。

○議長（前田　悦男君）　総務課長。

○総務課長（井上　永一君）　それでは、５番杉村議員の再質問にお答えいたします。

　まず、最初のシステム関係でございますけれども、これも既に事業的には動いておりまして、今、福祉のほうで独居老人ですとか障がい者の方ですとか、把握している部分がございまして、今そのシステムの中で地図に落とし込んで、先ほど町長からも答弁申し上げましたけれども、障がい者のいる方の世帯を落とし込む。また、地域の民生委員ですとか、そういう援助者の方の情報も盛り込み、その中でまた避難場所等も盛り込んでいくということでございます。

　そのようなものを利用して、ふだんは民生委員さん等の支援者にその部分をお渡しをしておいて、また有事の際には、そこを全てさまざまな消防団員ですとか、そういう部分で、それらの地図を提供して、情報収集等に当たっていただくというようなことで考えております。

　次の自主防災組織の関係等もまた結びつくんですけれども、自主防災組織、今、自治会単位でそれぞれ対応していただいておりますけれども、その中で、組長さんを班長としたり、いろいろな形で、それぞれ自治会によって状況等は違いますので、その自治会に応じた形で組織をつくっていただいているんですけれども、基本的には自治会の自治会長を中心として、隣組長あるいは役員の方がいらっしゃると思いますので、その方たちがいろいろな委員という形になりまして、それで近所の情報ですとか、その部分も把握していただくということになっております。

　いずれにいたしましても、そういう動けない方の情報等については、自主防災組織を通じた自治会外、また今検討しておりますマニュアルといいますか、災害時の要援護者台帳管理システムを利用して把握をしていくところでございます。
　また、そのシステムがいつごろ最終的に立ち上がるかということですけれども、今、情報を得て、地図に落とし込む業者を当然頼んでおりまして、その業者にその地図に落とし込んでいただく作業を今後進めていくんですけれども、今、福祉保健課と私どものほうで、最終的なその状況を確認して、その後、業者のほうと、その地図に落とし込む作業を進めていくということでございます。まだはっきりいつということは決めておりませんけれども、こういう情報については、なるべく早く提供することが必要だと考えておりますので、これから福祉保健課と協力して、なるべく早い時期にそのシステム等についても作成したいというふうに考えております。

　以上です。

○５番（杉村　良一君）　町としていろいろ対策を立てていただいているということで、ぜひよろしくお願いいたします。ありがとうございました。

○議長（前田　悦男君）　以上で、５番杉村良一議員の一般質問を終わります。

　次に、２番宮野　亨議員。

〔２番　宮野　　亨君　登壇〕

○２番（宮野　　亨君）　では、通告に従いまして、一般質問を行いますが、私は、ただいまの杉村議員とほとんど質問事項が似ておりますので、繰り返しになるかと思いますが、ご答弁いただければと思います。

　要援護者の支援体制についてお伺いいたします。伊豆大島では、台風26号で１時間の雨量が観測史上最大の122.5ミリに達し、未曽有の被害が出ました。本年は異常気象による災害が多発している中で、各自治体においては避難対策強化を求められています。

　奥多摩町で、効果的で迅速な避難支援ができるようにするには、各自治会やご近所と連携をとり、入念な準備も不可欠かと思います。日ごろから避難訓練の大切さなどを理解してもらい、あらゆる事態を想定した訓練に参加してもらわなければ、緊急時に円滑な避難は難しいのではないでしょうか。また、支援を受ける避難弱者の名簿作成も必要かと思います。

　新聞によると、改正災害対策基本法が来年４月から全面的に施行され、要援護者の名簿作成が自治体に義務づけられることになりました。これは本人の同意を得て作成され、そして災害が発生した緊急時には、同意がなくても警察や消防、民生委員などに必要な個人情報を提供できるようになります。

　個人情報の問題で、名簿の作成は６割程度にとどまっているそうです。そこを踏まえ、災害時に自力で避難することが難しい災害時要援護者の支援をどう進めていくのか、町としての取り組みについてお伺いします。

　要援護者の避難をどのように支援するのか、各自治体の連携はどのようにしていくのか、要援護者の名簿作成の進捗状況。重なりますから少しのところで結構でございます。前議員の杉村議員のご答弁で、かなりわかりましたので、つけ加えるところがございましたらご答弁いただければと思います。

　以上、よろしくお願いします。

○議長（前田　悦男君）　河村町長。
〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　２番宮野　亨議員の要援護者の支援体制についての一般質問にお答え申し上げます。

　台風26号の記録的な大雨で、土石流と見られる大規模な土砂崩れが大島町で発生し、多くの犠牲者が出ました。

　近年は気象状況の異変で、想定外の災害が目立っておりますが、全域を山で囲まれ、急峻な地形の当町でも、台風や大雨などの気象情報、気象現象に見舞われることから、今回の災害での避難勧告、指示など、住民の命を守る上で、浮き彫りになったと多くの課題を教訓として、今後の防災対策、避難対策に生かしていく必要があると考えております。

　町では、毎年、各地域において多くの住民の方の参加をいただき、防災訓練を実施しております。平成24年度では、中長期的避難場所として、各小中学校、旧日原小学校及び旧小河内小中学校を指定し、大型の防災備蓄倉庫を設置し、防災備蓄用資機材を備えつけるとともに、大規模災害を想定した中長期的な避難訓練を氷川小学校、古里中学校周辺自治会の方を対象として、自衛隊、水道局などの関係機関のご協力をいただき、実施したところでございます。
　今後は、今回のような自然災害を想定した訓練も取り入れ、防災訓練をより実践的なものにしてまいります。

　さて、ご質問でございます自治会やご近所との連携、要援護者の避難、名簿作成の進捗状況につきましては、先ほど５番杉村議員の一般質問でご答弁いたしましたように、災害発生時に自治会単位で連携をとりながら、地域住民が相互に助け合い、地域の防災力を高め、安全・安心で住みよい地域とするために、自主防災組織をつくり、有事の際に自主的に救出、救護、避難誘導及び情報管理ができる基盤を形成し、また、要援護者の避難名簿の作成につきましては、改正された災害対策基本法の規定により、市町村に作成を義務づけられた高齢者や障がい者などの避難行動要支援者の名簿を作成し、その個人データと地域の民生・児童委員などの支援者のデータ、及び付近の避難所データを入力した所在地の地図を表示、関係機関に配布できる方の災害時要援護者等管理台帳システムを活用し、迅速に確実に、弱者と言われる方々の避難ができるよう努めてまいります。

　次に、各自治体との連携ですが、平成８年３月に、東京都市長会を組織する市長と東京都町村会を組織する町村長の協議により、災害対策基本法第67条の規定に基づき、島しょを除く都内の市町村の地域に係る災害が発生し、市町村独自では十分に被災者の救援等の応急措置ができない場合、被災市町村が他の市町村に応援を要請し、応急措置を円滑に遂行するため、総合応援に関する協定を締結しております。

　この協定の内容は、食糧、飲料水及び生活必需品、必需物資並びにこれらの供給に必要な資機材の提供、被災地の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な資機材及び物資の提供、救援及び救助活動に必要な車両の提供、救援・救助及び応急復旧に必要な職員の派遣となっており、災害が発生したときは救援に努めるものとされております。

　また、これとは別に、西多摩地区の８市町村では消防団の相互応援を行い、災害の防止、鎮圧及び被害の軽減を図ることを目的とし、消防相互応援協定書を締結しております。

　災害とは、火災、震災及び自然災害等に伴う山間地域の孤立化などの応援を要する非常災害で、市町村長または消防団長が応援要請することとなっており、このほかにも町と隣接する山梨県丹波山村、小菅村とも消防団相互応援協定により、火災はもとより、管轄区域内で大災害が発生した場合には、応援出動をすることになっております。

　このように有事の際には、それぞれの自治体が協力し、必要な応援をすることが決められております。また、災害発生時のより実効性の高い医療救護活動体制を整備するため、西多摩保健医療圏地域災害医療連携会議を立ち上げ、災害拠点病院と地域の医療機関、警察、消防、保健所及び市町村等の関係機関の実効性のある情報ネットワークを確立させ、市町村相互の医療救護支援活動の充実を諮るため検討を始めております。

　西多摩地域は広範囲のため、青梅、福生、あきる野の３ブロックに分けて調整部会を発足し、町は青梅市とともに青梅ブロックに属し、青梅市立総合病院の災害医療コーディネーター、青梅市立総合病院、高木病院、奥多摩病院、青梅市医師会、奥多摩町医師会、西多摩医師会、西多摩歯科医師会、西多摩薬剤師会の代表者を交えて、医療救護所、避難所の設置運営について、発災時の通信連絡手段について、情報収集について、搬送方法について、などの意見交換をするとともに、医薬品のストックも含めた災害時の対応について、今後具体的な調整を行い、実行に移していくことになります。
　今後もこのような取り組みを通して、さまざまな災害への備えや警戒を怠ることなく、常日ごろから住民が防災意識を高め、町全体で災害時の連携協力体制をとり、要支援者の避難対策、支援を含め、町民の安全・安心確保のために取り組んでまいりたいと思います。

　ただいま杉村議員、宮野議員のご質問の中の、特に部分については、弱者対策、そういうものをどうしていくのかということであるのではないかなというふうに私は受けとめております。

　全体的な大きな支援の問題については、今ご答弁をさせていただいたとおりでございますけれども、それでは一体、もっと身近な小さな部分の要支援者をどうしていくのかということのご質問だと思っております。

　そういう点では、特に災害対策基本法の改正によりまして、従来は個人情報保護法によって、その情報を出せない、同意がないと出せないという状況でございましたけれども、今回の改正によりまして、その情報が大きな災害があったときには提供できると。ただし、相手は守秘義務を負うんですよという改正でございます。

　そういう点では、その要支援者を実際に把握できるのは行政でありますから、行政が総務課、福祉保健課と連携をしながら、どこに、誰が、どのようにしているかという情報をきちんとつかんで、それで、かつ、原則的に言われている自助、共助、公序をどう構築していくかということでございます。

　そういう点では、まず、自分の命は自分で守るというところから始まりまして、次に弱者に対する共助をどのようにしていくかということになろうかと思います。

　そういう部分については、自主防災組織を今全部に立ち上げていただきたいというのは、それぞれの地域によって、お互いに指揮をとるところ、隣組みたいな小さいところもありますけれども、そういう人たちに対して、防災組織全体で統一して、その行動がとれる。そういうためにも、この情報を提供して、自主防災組織の中で共助の部分については、防災組織の中で、皆さんでいろいろ知恵を絞っていただいて、考えていただきたいというのが基本でございます。

　そういうふうな段階が次に経た後に、現在は中長期的な被害場所を想定しているのは、それぞれの小中学校でございますから、そういうところに自主防災組織の皆様方がどのように連携して避難していただくか。その１つの方法としては、氷川小学校で中長期的な災害の部分を実施をいたしました。１つの例でございますけれども、南氷川の自主防災組織では、氷川小学校まで来るまでに、皆さんが一本のロープを握りながら来たということもございました。これも１つの知恵かなというふうに私は思いました。

　また、今年実施いたしました古里地区の防災訓練では、鳩の巣から車椅子の方を含めて避難をしてまいりました。したがって、自助、共助、公序がうまく連携する場合には、今申し上げましたようなことが出てくるのではないかなというふうに思っております。

　したがいまして、自主防災組織が一番大事なのは、まず、みずからの地域、あるいは隣近所、その辺の自分たちの命を守るためにどうするかということをみんなで考えていただきたい。

　また、弱者、障がい者、高齢者の名簿等は提供いたしますので、それに従って、皆さんで考えていただきながら、次には大きな次のステップの段階で、大きな災害の場合には何日も要しますので、大きな小中学校等に集合していただき、避難をしていただき、そこに現在では、昨年でございますか、予算措置をさせていただきました備蓄の問題、それから照明の問題、暖房の問題等々含めて、そこに備蓄してありますので、そういう３つの連携が必要であるので、住民の皆さんと一緒になりながら、自助、共助、公序をどのように連携していくかということが、この問題につながってくるのではないかなというふうに思っております。

　そういう点では、この地域防災組織というのは、非常に重要な組織であるというふうに思っておりますので、どうかご協力を賜りたいというふうに思います。

　以上です。

○議長（前田　悦男君）　宮野議員、再質問はありますか。

○２番（宮野　亨君）　再質問ではございませんが、共助の部分で、これから全体でしっかりと、助けるほうが元気でなければいけない、また見守らなければいけないということで、しっかり身を守りながらも、周りに目を配っていかなければいけないなと思いますので、今後ともひとつよろしくお願いいたします。ありがとうございました。

○議長（前田　悦男君）　以上で、２番宮野　亨議員の一般質問を終わります。

　これをもちまして全ての一般質問を終了いたしました。

　次に、日程第３、陳情第２号、介護保険制度に関する陳情書を議題とします。

　本件につきましては、去る12月10日に、経済厚生常任委員会に審査が付託され、本日お手元にその結果が報告されております。

　審査の経過及び結果について、経済厚生常任委員長、須崎　眞議員から報告をお願いいたします。

〔須崎　眞君　　登壇〕

○経済厚生常任委員長（須崎　　眞君）　経済厚生常任委員会の陳情審査報告をいたします。

　当委員会は、12月10日に開会の第４回定例町議会第１日に審議が付託された、陳情第２号、介護保険制度に関する陳情について、12月11日、委員全員と福祉保健課長出席のもと、審査を行いました。

　委員会では、担当課長の説明を求め、事務局に西多摩地区の状況報告を受けた後、直ちに審査に入りました。

　委員に意見を求めたところ、奥多摩町は保険料が比較的高い町であるが、介護施設に入所者が多いことが要因でもあり、制度を利用した結果であるのもやむを得ない。陳情書で言う入所制限も条件つきではあるが見直されている。社会保障審議会で審議し、上げざるを得なければやむを得ない。個人的には理解するが、財政の問題もあり、国の存続にもかかわる。趣旨は理解できるので、趣旨採択でよい。
などの意見が出され、採決の結果、趣旨採択とすべきものが挙手多数となり、当委員会としては、陳情第２号については趣旨採択とすべきものと決定いたしました。

　以上で、経済厚生常任委員会の陳情審査報告を終わります。

○議長（前田　悦男君）　経済厚生常任委員会委員長の報告は、以上のとおりであります。

　これより質疑に入ります。ただいま上程の陳情第２号の経済厚生常任委員会委員長の審査報告について、所管外で質疑があればお願いいたします。

　（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（前田　悦男君）　質疑なしと認めます。

　以上で、陳情第２号の経済厚生常任委員会委員長の審査報告についての質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の陳情第２号について、討論を省略し、採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（前田　悦男君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決をします。

　日程第３、陳情第２号について、経済厚生常任委員長の報告は、趣旨採択とすべきものでありますが、これに賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（前田　悦男君）　起立多数であります。よって、陳情第２号については、趣旨採択とすることに決定しました。

　以上で、本日の日程は全て終了しました。

　お諮りします。次の本会議の日程は12月17日となっておりますので、明日12月14日から12月16日の３日間は休会にしたいと思いますが、これにご異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（前田　悦男君）　ご異議なしと認めます。よって、明日12月14日から12月16日の３日間は休会することに決定しました。

　なお、本会議３日目は12月17日、午前10時より会議しますので、ご承知おきください。

　本日は、これにて散会します。大変ご苦労さまでした。

午後１時41分　散会

地方自治法第１２３条第２項の規定により、ここに署名する。

　　　　　　　奥多摩町議会議長

　　　　　　　奥多摩町議会議員

　　　　　　　奥多摩町議会議員
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